
　本事業は、平成20年度に開始し、これまでに各技術の設計や一部の技術開発を完了している。知的財産について
は、当初の目標を２割上回る62件の特許出願。また、できるだけ早期の成果展開を実現するため、開発中の端末等を
高齢者に貸し出して、地域コミュニティーからのサポートの充実と安否確認を行う技術実証を実施。さらに、事業の成果
については、展示会に出展して一般に広く公開するなど、積極的な情報発信を行っている。
　本事業は、上記３つの技術毎にグループを分けて実施。実施機関は、事業の初年度に企画競争を行い、外部の有識
者による評価を元に採択。次年度からは、研究開発の実施状況、実施計画の評価も年度末に実施。また、それぞれの
技術グループは、複数の企業又は大学から構成されており、ユビキタスプラットフォームに必須となる相互接続性を確
保するために、１ヶ月から２ヶ月に１回は、グループ会議を実施（平成２１年度は、３グループ合計で２５回実施。）。さら
に、今年度からは、週に１回のミーティングを実施するなど、企業間、大学間で意欲的に連携を取りながら、研究開発を
実施している。昨年度の外部有識者による評価会においても、連携体制等について高い評価を受けているところ。

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国が情報通信関係の研究機関（民間企業及び大学）に委託して、以下の技術の研究開発を行う。

（１）ユビキタス端末技術
  現在では工場等、限られた場所でしか利用できない電子タグについて、その利用拡大を目的とした電子タグ読み書き
装置内蔵の携帯電話等の端末技術の研究開発
（２）ユビキタスサービスプラットフォーム技術
  電子タグ等のセンサー情報から利用者の状況を的確に認識し、例えば、災害時には避難経路の情報を提供する等、
状況に応じた情報サービスを自動的に提供するための共通基盤技術の研究開発
（３）ユビキタス空間情報基盤技術
  屋内外を統一的に管理するコード技術により、経緯度等の物理的な情報だけでなく、建物内の階数や部屋等、意味の
ある場所情報を取得するための基盤技術の研究開発

　児童の安全確保、高齢者の健康増進、地域経済の活性化など、国民生活に密着した課題を早期に解決し、また、近
年研究開発を強化している欧米等に対して我が国の国際競争力を保持するため、電子タグやセンサーの情報が高度
に連携して提供される情報通信サービスシステム（ユビキタスサービスシステム）を実現する共通基盤技術（ユビキタ
ス・プラットフォーム技術）を確立する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

―

執行率 ― 99.0% 98.5%
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　今年度は、一般の利用者、実験参加者（サービス提供者）にとって有益と考えられるよう総合技術実証を実施することを計画。
　また、平成２２年度の予算要求において、総合技術実証の規模や期間等を必要最低限なものまで縮小することで、要求額の大
幅な削減を図った。具体的には、実証実験の実施期間を2ヶ月から1ヶ月に短縮することで、人件費の削減、機器のレンタル費用を
削減するとともに、サーバーシステムを技術課題間で共通化することで開発費用を削減する等して、1,402百万円（平成21年8月要
求時）から1,032百万円に要求額を圧縮した。

【参考】
（公募時資料）総務省　報道発表（平成20年3月27日）
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/080327_1.html

（第3期科学技術基本計画関連資料）総合科学技術会議　分野別推進戦略　第3期科学技術基本計画の政策目標の体系　(p.3)
http://www8.cao.go.jp/cstp/kihon3/bunyabetu1.pdf

　本研究開発は、複数の企業、大学に委託しているが、今後引き続きその連携強化に努め、より良い成果を目指すこと
とする。また、支出先・使途については、その目的や支払方法をひとつひとつ確認し、その妥当性を確認するとともに、
いわゆる予算の使い切りなどがないよう適切に対応していく。
　また、事業終了後には、受託者に対し、成果展開に向けた取り組み目標として、特許や技術の活用状況、実用化状況
に関する数値目標を設定し、事業の成果が国民に早期に展開されるようフォローアップを行っていく。

　研究開発に関する支出については、経理処理解説を作成し、その基準に基づいて、逐次支出を調査するとともに、立
ち入り検査等を含めた全支出の検査を年に2回行っている。具体的には、例えば、人件費については業務日誌、物品費
については領収書等の証憑書類を一つ一つ確認し、支出先・使途の細部まで確認するとともに、受託者の高額物品（１
００万円以上）購入時には、原則、複数見積りを提出させる等、適正かつ効率的な予算執行に努めている。なお、受託
者の支出先には、独立行政法人又は公益法人は一切含まれない。
　また、総務省では、受託者のグループ会議にはほぼ毎回出席し、研究開発の実施状況を詳細に把握するとともに、今
年度末に予定している技術実証の実施にあたっては、外部の協力者に対し、政策的意義の説明を行うなど、受託者の
支援を行っている。

1,500

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 1,276

総事業費(執行ベース) ― 1,485 1,257

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 技術政策課研究推進室

上位政策

室長  山内　智生情報通信国際戦略局

一般会計

担当部局庁

情報通信技術研究開発推進費

1,032

1,485 1,257

関係する計
画、通知等

総務省設置法第4条第75号
第三期科学技術基本計画
（平成18年3月閣議決定）

22年度 23年度要求



総務省 １,２５７百万円

研究開発の経理検査の

実施

ユビキタス端末

技術の研究開発

の実施

ユビキタスサービ

スプラットフォーム

技術の研究開発

の実施

ユビキタス空間情報基

盤技術の研究開発の

実施

Ｂ. 

㈱国際電気通信基礎技術研究所 ４５百万円

㈱ＫＤＤＩ研究所 ４１百万円

国立大学法人東京大学 ２３百万円

パナソニックシステムネットワークス㈱ ４１百万円

沖電気工業㈱ ５７百万円

日本電気㈱ ４５百万円

国立大学法人大阪大学 ２３百万円

日本電信電話㈱ ４１百万円

学校法人慶應義塾 ２３百万円

Ａ.

㈱日立製作所 ２４４百万円

ＫＤＤＩ㈱ ４９百万円

パナソニックシステムネットワークス㈱ １２６百万円

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ ８４百万円

Ｃ.

三菱電機㈱ １１６百万円

㈱日立製作所 １１４百万円

㈱パスコ ９０百万円

㈱横須賀テレコムリサーチパーク ８７百万円

Ｄ．

新日本有限責任監査法人 １百万円

Ｅ．

㈱三菱総合研究所 １０百万円
調査研究の実施

【公募・委託】 共同提案数：１

（複数の研究機関が共同提案、総務省は各機関と個別に契約）

【公募・委託】 共同提案数：２

【公募・委託】 共同提案数：２

【一般競争入札】 応札者数：２

【総合評価方式】 応札者数：２



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.㈱日立製作所分 E.㈱三菱総合研究所

59

使　途 金　額
(百万円）

研究員費等 10

設備備品費 研究開発用機器購入費 39

その他経費 研究開発用機器リース・レンタル費、その他特別費等 119 人件費等

労務費 .研究員費

一般管理費 一般管理費

消費税額 消費税 12

15

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

10計 244

労務費 研究員費 33

B.沖電気工業㈱分 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

一般管理費 一般管理費 3

その他経費 研究開発用機器リース・レンタル費、その他特別費等 18

消費税額 消費税 3

研究開発用機器購入費 0.3設備備品費

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 57 計

C.三菱電機㈱分 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

設備備品費 研究開発用機器購入費 22

その他経費 研究開発用機器リース・レンタル費、その他特別費等 67

労務費 研究員費

一般管理費 一般管理費 9

13

消費税額 消費税 6

金　額
(百万円）

費　目

0

D.新日本有限責任監査法人 H.

計 116 計

使　途 金　額
(百万円）

人件費等 経理検査補助 1

費　目 使　途

0計 1 計



ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発

社会に導入が進みつつある電子タグやセンサーから、利用者が希望する情報を容易に入手することができる情
報通信システムの構築に際して、問題となっている技術的課題を解消する課題解決型の研究開発

児童や高齢者の居場所まで
把握し、避難場所への誘導
を行う災害対策システム

効
果

日頃の活動状況まで把握し、
高齢者の健康をサポートす
る健康増進システム

システム間の連携により、
高度かつ低コストな
情報サービスを実現

（例）

各システム間の相互接続性を確保し、
サービス間の連携を実現するユビキタス・プラットフォーム

⇒サービスごとに異なる端末の利用が必要。

①利用者が身近なＩＣＴ端末からシステムにアクセスできる

⇒希望する情報の種類ごとに異なるシステムの利用が必要。

②利用者が情報源・入手経路を意識せず、ほぼリアルタイムでほしい情
報を入手できる

⇒屋内の位置・場所の情報を入手する手段がバラバラ。

③ナビゲーションが使えない屋内でも、自分の居場所がわかる

現
状
の
問
題
点

防災情報
システム

健康管理
システム

高齢者サポート・
児童見守りシステム

現状は、目的・機能別にシステムがバラバラの状態

情報の流れ情報の流れ 情報の流れ

別添１



研究開発等の評価について

■ 研究開発についての評価

・『行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）』および『国の研究開発評価に関する大綱的指
針』を踏まえ、総務省において定めた『総務省情報通信研究評価実施指針』等に基づき実施

・総務省では、本省直轄プロジェクトに係る研究評価を実施するため、『情報通信技術の研究開発の評価に関
する会合』（以下、「評価会」という）を設置。評価会は、外部有識者および外部専門家により構成

・評価会では、「総務省情報通信研究開発評価実施指針」に基づき、事前評価から追跡評価まで、研究開発
プロジェクトの評価を実施

■ 実証実験等についての評価

・研究開発の評価プロセスに準じて実施（「総務省情報通信研究開発評価実施指針」に準じた実施指針の策
定及び事業毎に組織する評価会による評価を実施

研究開発開始前

採択評価

公募に応じた者の中から、委託
先の選定を行う。

事前評価

研究開発施策および研究開発課
題の企画・立案に当たり実施する。

基本計画に関する審査

新規に行う研究開発課題の達成目
標を設定し、委託先の公募に資する。

終了評価

研究開発終了後、研究開発さ
れた成果について、当初設定し
た目標の達成度を評価する。

追跡評価

完了した研究開発課題について、
研究開発終了後一定の期間を経過
してから、研究成果の波及効果や活
用状況等を把握する。

研究開発期間 研究開発終了後

継続評価（※）

※ 複数年にわたるプロジェクトの場合は、毎年継続評価を実施する。

別添２



ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発内容

既に社会に広く普及し、情報通信ネットワークに接続している携帯電話を中心に、電子タグやセン
サーの情報を収集する技術を開発し、その場の情報とネットワーク上の情報の融合可能とすることで、
我が国の課題解決に資する

インターネット

GPS

電子タグ

水位センサ

気象センサ

人感センサ

電子タグ

場所センサ

配信

収集・蓄積

（２）電子タグやセンサー
の情報を伝達するための
共通な仕組みを開発

電子タグ

（３）統一場所
コードを付加

（１）電子タグに
対応する携帯
電話を開発

（３）統一場所
コードを管理す
る技術を開発

単にネットワークの情報入手できるだけではなく、その場の様々な情報
を入手できるように、電子タグ対応の携帯電話を中心にした技術を開発

医療福祉、児童の安全確保など、現在の国民の課題を解決するとともに、全く新たなサービスを生
み出すイノベーションを実現

＜研究開発内容＞

(1) ユビキタス端末技術
(2) ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ技術
(3) 空間基盤技術



具体的なサービスの例

高齢者サポート 社会インフラの維持

観光案内

・携帯端末を持ち歩くだけで、日々の行動を記録

安全確認だけではなく、最適な健康アドバイスを実現

・自動車で巡回するだけで、街灯や道路、橋などの異常を確認

：電子タグ

社会インフラを低コストで効率的に管理

・安全の確認

・歩行距離など、日頃の
活動状況の確認

どこでも使える観光案内サービスを実現

・観光名所情報
・次の観光名所までの道案内
・お土産、店舗情報

・その場所を訪れるだけで、自分の携帯にその土地の観光情報を配信

児童見守りシステム

安価に、より行き届いた児童見守りを実現

・校門や公民館等を通過する際に、自動的に家族に下校情報を通知

【課題】

親の働きやすい環境の実
現には、安価な児童見
守りシステムが必要

【課題】

高齢者の健康維持、
安全の確保を行う
安価なシステムが必
要

【課題】

観光地ごとに、個
別の案内システム
や端末が必要

【課題】

街灯、道路などの社
会インフラの維持は、
大変な労力が必要

バラバラではない共通基盤技術により、サービス提供者が容易かつ安価にICT技術を利活用できる

・点検情報の閲覧
・資産データの閲覧
・点検履歴の閲覧
・点検報告書作成支援



今後の展開方策

・本事業では、３年間で、ユビキタス端末技術、ユビキタスサービスプラットフォーム技
術及びユビキタス空間情報基盤技術の各共通基盤技術を確立し、今年度の下期に技
術的な実証を行う予定

・当該技術実証の結果を踏まえ、技術の成熟度、社会展開可能性に関して再検証を行
うとともに、民間企業が実用化に向けた開発を実施

本事業 ３年間
総額 約３８億円

研究開発

基礎的

技術実証

民間企業が実用化に

向けた開発を実施
普及展開へ

今年度下期の技術実証の結果を踏まえた上で、
成功事例として普及展開のフェーズへ移る

ユビキタスサービスプラット
フォーム技術

ユビキタス端末技術

ユビキタス空間情報基盤技術



 

予算執行監視チーム事務局作成 

 

行政事業レビュー 論点等 

 

予 算 事 業 名 ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発 

21 年度補正後予算額 １，２７６百万円 

論  点  等 

 

○ 政府全体としての研究開発テーマの調整 

総務省独自で実施する必要性はあったのか。文部科学省、経済産業省、その他府省との

役割分担、連携はどうしているのか。 

 

 

○ 研究開発の目的の適切性 

研究開発の目的は、社会的システムの構築か技術開発そのものか。また、それは社会的

ニーズと整合性がとれており、統合的なものとなっているのか。 

 

 

○ 民間との役割分担 

電子タグは既に民間での活用が行われており、民間フォーラムの組成等で目的は達成で

きるのではないか。結果的に民間に利益がもたらされるとしたら、何らかの形で業界全体

の貢献を求めるべきではないのか。 

 

 

○ 評価方法の妥当性 

・ 研究テーマ、委託先の決定に当たっての評価に、効率性向上に資する仕組みは導入さ

れているか。 

・ 研究開発の成果の評価は、どのように行い、その妥当性をどのように検証しているか。 

 

 

○ 目標達成の検証 

「ユビキタス端末技術に関する研究開発」の継続評価書に、「今年度は国際標準化の提案

が行われておらず、２１年度以降は、しっかりと対策を行ってほしい」とのコメントがあ

るように、この研究開発は目的が達成されていない部分があるのではないのか。 
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